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　今年度の国家予算は4月5日、成立した。暫定予算を組まざるを得なくなったし、税制改正法案は無修正で通ったのだが、予算の裏付けとなる公債特例法は昨年に引き続き先送りされている。どうやら、交付国債を赤字国債に振り替える修正がされるような動きが出ているようだが、何とも小手先の修正と言えなくもない。国民新党の分裂騒ぎが一段落し、今後は、税社会保障一体改革関連法案の審議に焦点は移る。特別委員会が設置されるのか、何時からスタートできるのか、ねじれ国会での国会運営は、難問が続く。野田総理のぶれない姿勢だけが際立っている。
■人事案件の日銀審議委員同意人事で否決へ、歴史は繰り返す
　ねじれ国会では、法案の審議が参議院で否決されると衆議院で3分の2以上の再議決でしか可決することができず、政権交代前の自公政権時代には、辛うじて3分の2議席を維持することができていたため、法案での採決はどうにか通すことができていた。ところが、国会の同意人事では衆参がまったく対等で、自公政権末期には多くの人事案件が滞ったことが記憶に新しい。特に、日銀をはじめとする主要人事では、一時日銀総裁が空席になる事態にまで追い込まれ、経済政策の司令塔不在という危機的状況に立ち至ってしまった、衆議院の優位が、人事案件では通用しなかったからである。
■承認されなかった河野龍太郎氏の言い分に注目
　先週の国会で、政府が提案した日本銀行の審議委員人事を、参議院が否決するという事態が生じた。政府提案の河野龍太郎BNPパリバのチーフエコノミストに対して、同意しなかった。どうやら、河野氏が民主党政権の増税政策に対して理解があり、インフレターゲット政策やリフレ派の主張にあまり理解がないのでは、という点が野党側に受け入れられなかった要因なのだろうか。小生などは、最もまともで優秀なエコノミストの一人であり、ぜひとも日銀の政策決定に参加していただきたいと思っていた。渦中の河野龍太郎氏は、BNPパリバの『Weekly Economic Report』最新号(4月9日号)で、「日銀審議委員人事を巡って」と題するレポートを書かれている。そのなかで、冒頭次のような指摘をされている。
　　「今回の日銀審議委員人事を巡って、筆者が懸念しているのは、現実離れした経済成長や高い成長を掲げることで、必要な改革を先送りしようという考えが、政治の世界で思った以上に増殖している、ということである。」
　河野氏は、現実離れした政策を提示することによって、「国民の負担が大きく軽減される」とか「負担そのものが存在しなくなる」といった甘言を振りまいている人が保守(多分自民党のことか)の中にも増大していることに驚かれている。この点は、民主党内にも存在しており、先の税制改革法案の事前審査の会合でも、若い政治家の中に河野氏が指摘するような間違った見解を持つ人たちがかなりいることに、正直言って危機感を感じたことが忘れられない。とくに、アメリカのシカゴ学派仕込みの新自由主義に立脚した経済政策観を持った人たちが力をつけつつあり、公平よりも効率優先の経済政策になる危険性を警戒していく必要がありそうだ。
■最近流布され拡大しつつある社会保障の世代間格差問題
　そうした流れの中で、社会保障の分野においても困った事態が押し寄せてきている。それは、アメリカのハーバード大学教授である経済学者フェルドシュタインのお弟子筋にあたるコトリコフ氏等が唱えた、「世代会計」にもとづく社会保障の世代間格差の問題である。マスコミなどでも最近大きく取り上げられ、高齢者に偏った社会保障制度による支出増を賦課方式で運営しているため、若者は支出する負担に対して自分たちがもらえる給付は少なくなり、世代間の格差が大きく拡大し、若者は大損をする制度なのだ、といった主張が流布されてきている。実は、今年1月、内閣府のエコノミストから小生に対して、同じような結論を出した資料(ESRIディスカッションペーパーNo281鈴木学習院大学教授外3名の共同研究　以下「ペーパー」と略称)を基に、説明があった。即座に、これが内閣府の、否、政府の正式の見解なのか、と問いただしたところ、書かれた個人(複数)の論文である、ということであった。同時に、このような世代間の格差をあおるような「ペーパー」には違和感を覚える、と強く批判せざるを得なかった。このような世代間格差を容認できないという立場から、現在の社会保障制度に対して、強く批判する民主党内の若手の政治家がかなり存在していることにも注目しておく必要がある。また、大阪維新の会が出した「船中八策」の社会保障政策分野を担当したとみられるメンバーの一人が、この内閣府の「ペーパー」を策定した鈴木亘学習院大学教授のようであり、最近では毎年のように著作を出版され、この分野のオピニオンリーダーとしてマスコミへの露出度が増えている。
■厚労省「社会保障の教育に関する検討会」の反論に注目
　このような世代間の格差問題を問題視する中で、真っ向から反論する見解が厚生労働省の「社会保障の教育推進に関する検討会」(座長・権丈善一慶応義塾大学商学部教授)の第4回会合(3月23日に開催)で示されたことに注目してほしい。
　まず、先に内閣府の「ペーパー」が何を指摘しているのか、見てみたい。内閣府のホームページの要約によると、
　　「年金、医療、介護の3分野に関する社会保障モデルを構築した上で社会保障の長期推計を行い、さらに生年別の受益と負担の構造を検討した。‥(中略)・・現役期に保険料を負担し引退後にサービスを受益するという構造は、年金、医療、介護の3制度に共通しているが、受益と負担の関係は世代ごとに異なる。社会保障からの純受益が生涯年収に占める割合として定義される生涯純受益率を生年別にみると、1950年生まれ1.0%、1960年生まれ▲5.3%、1970年生まれ▲7.8%、1980年生まれ▲9.8%、1990年生まれ▲11.5%、2000年生まれ▲12.4%、2010年生まれ▲13.0%と生年が下がるにつれて支払超過の傾向にある。このように、社会保障を通じた世代間不均衡は無視できない大きさとなっている。」
　厚労省の検討会ではこれを受け、次のように問題点を指摘している。
　第一に、技術的な問題として、試算では生涯受給率を算定する際に貨幣価値の変動の影響を避ける時に使う「割引現在価値換算」をするために使う指標として、物価上昇率や賃金上昇率でもなく、利回り(金利)を使用していることを挙げ、「これは、保険料を払わずに、その分を市場運用することで利回りを稼ぐ”金融商品”と比較して、どちらが期待収益が大きいかという発想」だとし、リスク軽減を図ることが目的である社会保険を、期待収益の大小で金融商品と比較することは不適切だと批判している。とくに、社会保険の負担の関係でいえば、一般には給与の一定率などで負荷され、賃金の伸びと大きな乖離はないのだが、賃金の伸び率以上の数値である利回りで割り引くと、拠出に比べ給付額の方が小さくみなされ、拠出と給付の関係はマイナスの方向に働くのは当たり前であると批判している。また、「ペーパー」では保険料の支払いから給付を引き算してプラスマイナスを見ているが、厚労省は払った保険料水準に対してどの程度の給付がもらえるのか、という割り算で比率を見るべきだ、としている。つまり、年金でいえば現役世代の所得に対する年金受給者の年金所得の割合である所得代替率を見るべきだ、という主張である。社会保障の常識からすれば、所得代替率でみてきたし、今後も見るべきである。
■社会保険に世代間の格差はあるが、不公平感はあるのか
　次に、一番の問題は「社会保険に世代間の格差はあるが、不公平感はあるのか」という点である。
　「ペーパー」では特に介護保険を例として取り上げ、2000年創設であるため、「現在の高齢者は現役時代に保険料を負担することはなかった。」ために世代間の負担と給付が存在している。この点について厚生労働省の検討委員会は、創設時に、最初の世代にサービス給付をした場合、生涯の保険料負担には当然世代間の「格差」が発生するのは当たり前であり、介護保険制度創設時に高齢者への給付を制限すべきだ、という主張はなかったし、介護給付は高齢者への給付なのかどうか、現役世代の私的な介護負担が軽減されており、現役世代への給付とも考えられるとの視点を示している。まったく納得的である。
　さらに、厚労省検討会は「世代間の『格差』があることが本当に問題なのか」という根本的な点にも触れている。社会保障の中だけで世代間格差を推計すれば格差は確実に存在するものの、各世代の生活当事者たちは「不公平」と感じているのかどうか、疑問を提示し、もしそのような「公平」「不公平」感に近い指標を作るのであれば、「老親への私的扶養は社会保険制度の充実に伴い減っていること」や「全世代が築いた社会資本から受ける恩恵は、今の若人の方が高齢者よりも大きいこと」などを考慮に入れなければならないと指摘している。また、社会保障制度が子供世代と親世代、現役世代と高齢世代の支えあいという仕組みが基礎になっているわけで、将来高齢化比率が40%になったとしても、その際の支えられる人を減らし、支える人を増やし社会経済を活性化していく取り組みを充実していくことで制度の持続可能性は確保できるし、それ以外の方法は根本的な解決にはならないと結論付けている。まことに、理にかなった考え方であるし、地に足がついた問題提起と言えよう。安易な、「世代間格差問題論の呪縛」から解放される必要がある。ぜひとも、このような正しい見方に基づいた社会保障教育の推進に、力を注いでほしいものだ。
